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魔法の決算書セミナー 

～7 つのポイントで決算書が読める！～ 
 
日 時：2015 年 7 月 8 日（水）  

8:00～9：00（開場７ :45～） 
 
講 師：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ  

税理士 衣 川  匡 之  
 
対 象：経営者・経営幹部 
 
定 員：5 名（先着順） 
 
参加費：1 名様 3,000 円（税込）  

※弊社顧問契約先 1,000 円(税込) 

当日会場にてお渡し下さい。 
 
会 場：税理士法人ＳＢＣﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

名古屋支店 会議室 
 

お問合せ：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 
     Tel: 052-203-1112   

    （担当：野々部） 

SBC Seminar 
 

セミナー案内 

 

 

 

相続税における宅地の評価方

法には、路線価方式と倍率方

式があります。路線価方式は、

路線価が定められている地域

の評価方法です。路線価方式

における土地の価額は、路線

価をその土地の形状等に応じ

た奥行価格補正率などの各種

補正率で補正した後に、その

土地の面積を乗じて計算しま

す。倍率方式は、路線価が定

められていない地域の評価方

法です。その土地の固定資産

税評価額に一定の倍率を乗じ

て計算します。 

Ｓｃｏｐｅ 

宅地の評価 

SBC 
相続税評価額高額時は他の合理的評価可 

審判所鑑定評価で一部処分取り消し 

国税不服審判所はこのほど、財産評価基本通達に定められた評

価方法により算定される価額が時価を上回る場合、同通達の定め

により難い特別な事情があると認められるから、他の合理的な評

価方法で評価することが許されるとの判断を示した。 

《要旨》 

原処分庁は、請求人らが相続により取得した土地（本件土地）

の相続開始時（本件相続開始時）における価額は、財産評価基本

通達（評価通達）による評価額（原処分庁通達評価額）によるべ

きである旨主張し、請求人らは、本件土地の時価を評価するに当

たり評価通達の定めにより難い特別な事情があることから、請求

人らが依頼した不動産鑑定士による鑑定評価額（請求人鑑定評価

額）によるべきである旨主張する。 

しかしながら、本件の場合、請求人鑑定評価額は、開発法につ

き都市計画法第 33 条《開発許可基準》に関する審査基準（本件審

査基準）を満たしていないなどの理由により、本件土地の本件相

続開始時における時価とは認められないが、他方、本件土地の開

発に際しては、袋路状道路の敷設は認められないなど特殊な制約

が本件相続開始時にあったことから、当審判所において不動産鑑

定士に鑑定評価を依頼し、その評価額（審判所鑑定評価額）を検

討したところ、開発法につき本件審査基準を満たしているなどの

理由により、本件相続開始時における時価として妥当なものと認

められた。 

そして、評価通達に定められた評価方法により算定された価額

が時価を上回る場合には、評価通達の定めにより難い特別な事情

がある場合に該当するといえ、その場合、他の合理的な評価方法

により評価することが許されると解されるところ、原処分庁通達

評価額は審判所鑑定評価額を上回るものであることからすると、

本件土地の価額を評価するに当たっては、評価通達の定めにより

難い特別な事情があると認められる。したがって、本件土地の本

件相続開始時における価額は、審判所鑑定評価額とするのが相当

である。 

Ｆｉｒｓｔ Ｔａｘ 
エスビーシー・ファーストタックス 

専門家・実務家のための税務戦略ニュース 毎月 3回（5 日.15 日.25 日）発行 

 【注意】当記事に記載されている情報に万が一誤りがあった場合、または当記事を利用することにより生じた損失や損害などについては、いかなる

場合も一切の責任を負いません。あらかじめご了承ください。 


